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基本目標 施策の方向 主な施策
旧

番号
新

番号
具体的な施策 内容 事業の概要

28年度の進
捗の達成度

C:着手した
が、不十分

または
D：実施でき
なかった理

由

男女共
同参画
社会の
形成の
観点か
らの有
効度

左欄で、「Ｂ:有効でな
い」と回答した場合の
み、この施策が男女共
同参画社会の形成の観
点から有効でない理由
を記入してください。

後期計画策定に向けての
今後の課題や提案 指標

Ｈ28
年度

実績値

Ｈ29
年度

目標値

Ｈ33
年度

目標値
担当課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(1)
固定的な性別役割分担
意識の解消に向けた市
民への働きかけ

1
①

1
①

情報誌・リーフレット
等による情報提供

今日的テーマにも注視しなが
ら、男女共同参画情報誌「新
樹」の発行、男女共同参画に
関するリーフレットの作成・配
布を行います。

市民ボランティア編集委員と協働で、男
女共同参画情報誌「新樹」を発行する。

Ｃ：着手した
が、不十分

年2回の毎戸
配布について
は、予算等で
検討を要す
る。

Ａ：有効で
ある

男女共同参画情報誌「新樹」の発行
は男女共同参画社会の形成の観点
からみて有効だが、財政面から年2
回の毎戸配布が難しい課題があ
る。

情報誌
「新樹」
発行部
数・回数

14.6千部
年1回

29.0千部
年2回

29.0千部
年2回

男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(1)
固定的な性別役割分担
意識の解消に向けた市
民への働きかけ

1
②

1
②

情報誌・リーフレット
等による情報提供

今日的テーマにも注視しなが
ら、男女共同参画情報誌「新
樹」の発行、男女共同参画に
関するリーフレットの作成・配
布を行います。

セミナーや研修等で男女共同参画に関
するリーフレットを配布する。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

指標が①新樹発行と②リーフレット
配布の２つあるので、内容欄につい
ては、上記の1－①は「新樹」発行す
る、この項目は１－②でリーフレット
の作成・配布と分けたほうがよい。

リーフ
レット配
布数

1,530枚 1,000枚 1,000枚
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(1)
固定的な性別役割分担
意識の解消に向けた市
民への働きかけ

2 2
男女共同参画週間
行事の実施

公共施設でのパネル展示や広報
紙・ホームページ等に記事を掲載
し、集中的に情報提供を行いま
す。また、アンケートを実施し、男
女共同参画の推進状況を把握しま
す。

内閣府が実施する男女共同参画週間
（６月２３日から２９日）に合わせて、男
女共同参画を推進する。

Ｃ：着手した
が、不十分

アンケート回
収数が達して
いないため。

Ａ：有効で
ある

アンケート対象者に偏りがある。指
標が「週間アンケート回収数」とある
が、男女共同参画週間中にとらわ
れず、広く実施する。

男女共
同参画
週間ア
ンケート
回収数

274 350以上 350以上
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(1)
固定的な性別役割分担
意識の解消に向けた市
民への働きかけ

3
①

3
①

市の刊行物におけ
る表現の配慮

市から情報発信する広報紙や
刊行物等での言葉やイラスト・
写真などの表現について、男
女共同参画の視点に配慮しま
す。

広報まえばし（月2回）発行やまちの安
全ひろメール（概ね週1回）配信におい
て、男女共同参画の視点に配慮する。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

男女はもちろんのこと性的少数者な
ど、ノーマライゼーション全般に配慮
した表現を心掛ける必要がある。

各課広
報連絡
員周知
回数

1回 1回以上 1回以上 市政発信課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(1)
固定的な性別役割分担
意識の解消に向けた市
民への働きかけ

3
②

3
②

市の刊行物におけ
る表現の配慮

市から情報発信する広報紙や
刊行物等での言葉やイラスト・
写真などの表現について、男
女共同参画の視点に配慮しま
す。

庁内各課で発行する冊子やパンフレッ
トに掲載される言葉の表現や写真、イ
ラストに男女共同参画の視点で配慮す
る。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

表現ガイドラインについて、内容を
見直す必要がある。

男女平
等表現
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲ
ﾝ周知回
数

2回 3回以上 3回以上
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(1)
固定的な性別役割分担
意識の解消に向けた市
民への働きかけ

新
規
№
4

ＬＧＢＴ（性的少数
者）への理解の促
進

ＬＧＢＴ（性的少数者）への人権
を尊重し、差別や偏見の解消
のための情報提供を行い、理
解の促進を図ります。

ＬＧＢＴ（性的少数者）についての情報
提供を行う。

LGBTの
周知回
数

－ － ２回以上

生活課

男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(2)
家庭・学校・地域におけ
る男女平等教育・学習
の推進

4 5
男女共同参画に関
する講座やセミナー
の実施

男女共同参画に対する市民の
関心と理解を高めるために講
座やセミナーなどの学習機会
を提供します。

市民を対象に、男女共同参画社会の
実現に向け、市民の関心と理解を高め
るためにセミナ－を実施する。平成２８
年度は、男女共同参画セミナーを３回
開催した。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

隔年で小規模講座とセミナーを実施
したが、すべてセミナーに統一した
ため、指標を「セミナーの延人数」に
変える必要がある。

受講者
数

講座延
人数800
人

講座延
人数150
人

セミナー
延人数
400人

男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(2)
家庭・学校・地域におけ
る男女平等教育・学習
の推進

5 6

男女共同参画の視
点にたった公民館
における学習の推
進

人権や男女共同参画を
テーマにした公民館での学
習機会を提供します。

公民館主催事業として、人権や男女共同参
画の視点を取り入れた各種講座を開催する
とともに、公民館に小・中学生から募集した
人権標語や啓発記事を掲載し、広く周知を
図ることにより、地域住民の人権や男女共
同参画の意識向上を図る。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

公民館における講座の開催は地域
住民に対する意識啓発として非常
に有効な手段であるため、今後も引
き続き取り組んでいく。

公民館報
掲載率
講座開催
数・延べ
参加人数

6.6％
11回691
人

60.0％
10回400
人

63.0%
13回450
人

生涯学習課（公
民館）

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(2)
家庭・学校・地域におけ
る男女平等教育・学習
の推進

6 7
保育関係者への研
修の充実

人権研修会や人権教育研
修講座を開催し、保育士等
の意識の高揚を図ります。

家庭や地域社会に置ける子育ての環境、親の
意識の変化にともない、保育ニーズは多様化し
ています。保育所の職員研修のほか、保護者
に向けた育児講座、世代間交流などを通じ人
権、男女平等についてふれ、ともに支えあう意
識を育てていきます。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

特になし
研修の
回数

6回 6回 ６回 子育て施設課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(2)
家庭・学校・地域におけ
る男女平等教育・学習
の推進

7 8
学校教育における
男女平等教育の推
進

各学校において、性別にかかわら
ず個性と能力を発揮し、互いに尊
重し合う学習が充実するよう、人権
教育に関する研修講座を実施し、
教職員の意識の高揚を図ります。

教職員研修において、人権教育に係る
研修を組む中で、意図的・計画的に男
女の平等や男女共同参画に関する内
容を扱う。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

今後も、人権教育における重要課
題の一つとの確認のもと、男女平等
や男女共同参画への意識を大切に
して，研修を行っていきたい。

研修の
実施回
数

3回 2回以上 2回以上
総合教育プラ
ザ

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(2)
家庭・学校・地域におけ
る男女平等教育・学習
の推進

8 9
人権の男女の課題
への取り組みの推
進

それぞれの所管部署において
実施している人権教育等につ
いて、情報の共有を図り効果
的な取り組みとなるよう推進し
ます。

人権施策ネットワークプロジェクト会議
において、男女共同参画に関する情報
提供を行う。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし

人権週
間での
情報提
供回数

1回 1回以上 1回以上
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(3) 国際理解と協調 9 10
国際的な視野の醸
成

男女共同参画に関する国際的
取組などの情報提供を行うとと
もに、国際的な視野の醸成を
図ります。市民が国際的視野
を持つことを支援します。

国際的な視点から男女共同参画の情
報収集を行い、市民に情報提供すると
ともに、男女共同参画に関する国際的
取組などの情報提供を行うとともに、国
際的な視野の醸成を図ります。市民が
国際的視野を持つことを支援します。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし

国際的
な視野
の醸成
の推進

－ － 推進

男女共同参画
センター
文化国際課
生涯学習課

1
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基本目標 施策の方向 主な施策
旧

番号
新

番号
具体的な施策 内容 事業の概要

28年度の進
捗の達成度

C:着手した
が、不十分

または
D：実施でき
なかった理

由

男女共
同参画
社会の
形成の
観点か
らの有
効度

左欄で、「Ｂ:有効でな
い」と回答した場合の
み、この施策が男女共
同参画社会の形成の観
点から有効でない理由
を記入してください。

後期計画策定に向けての
今後の課題や提案 指標

Ｈ28
年度

実績値

Ｈ29
年度

目標値

Ｈ33
年度

目標値
担当課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(3) 国際理解と協調 10
削
除

学校における国際
理解教育の推進

担当・担任と外国語指導助手
（ＡＬＴ）との協力による英語（活
動）学習を推進するとともに、
教育活動全般において国際理
解教育を推進します。

外国語指導助手（ＡＬＴ）を各中学校・高
校に配置し、また配置校の近隣小学校
へも訪問させて、外国語の授業等にお
いて活用する。その際、各国の男女共
同参画について授業等で適時話をして
いく。

Ｂ：概ね計画
通り

Ｂ：有効で
ない（男
女共同参
画との関
係が見え
ない）

「英語教育の充実のための外
国語指導助手の配置」と「男女
共同参画社会」との関連が、例
年非常に見い出しにくい。

特になし

各中、高校
にＡＬＴ1人
配置、5校
に1人以上
の小学校
専属ＡＬＴ
を配置

27人 32人 学校教育課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(3) 国際理解と協調 11
国際理解講座等の
実施

国際交流員による国際理解講
座等を開催します。

市民の国際意識を高め、市民一人ひと
りが異なる文化や価値観への理解を深
めるため、国際交流員や在住外国人な
どによる国際理解講座等を開催する。

Ａ：計画通り

Ｂ：有効で
ない（男
女共同参
画との関
係が見え
ない）

本事業は人権尊重、国際理解
と協調を目的として実施されて
いる。講座では男女は平等に
扱われ、かつ男女ともに参加し
ている。男女共同参画への貢
献は限定的と思われる。

人権尊重を目的に実施されている
事業については、男女共同参画以
外の視点からの整理も必要と考え
る。

講座等
の実施
回数

年13回 7回以上 文化国際課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(3) 国際理解と協調 12
社会教育団体等の
活動支援

前橋ユネスコ協会と共催で国
際理解バスを実施し、貧困、差
別、環境問題など世界中の
様々な課題解決に取り組む国
際協力機構等を訪問するなど
により世界の現状を知る機会
とします。

社会教育団体（前橋ユネスコ協会）は、ユネ
スコ憲章の精神に則り、教育・科学・文化を
通じて国際理解と国際協力を進め世界の平
和に貢献する活動を目的としており、この活
動を支援・奨励することで、国際的視野に
立った男女共同参画社会の確立を図る。

Ａ：計画通り

Ｂ：有効で
ない（男
女共同参
画との関
係が見え
ない）

国際理解・国際協力の活動が
男女共同参画社会の形成にイ
メージとして直接結びつきにく
い。

国際理解バスについては、市内中
学校等に広く周知しているが、バス
利用のため対象者が限られ、事業
内容の見直しも必要な時期にきてい
る。今後は違う形での事業（講座学
習等）への転換も検討する必要があ
る。

国際理
解バス
（事業）
への参
加者

24人 30人 生涯学習課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

1
人権尊重・男女平等意識
の向上

(3) 国際理解と協調 13 11
在住外国人支援事
業の実施

外国語による相談、日本語教
室の開講、生活情報の提供等
を行い、外国籍市民の生活を
支援します。

外国籍市民が地域で安心して快適に
生活できるよう、相談業務、日本語教
室開講や情報提供等の支援を行う。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

外国人相談窓口をはじめ、男女共
同参画センターとの相互の連携、協
力を図っていく。

①外国人
相談窓口
の開設回
数②日本
語教室の
開講数参
加者数③
生活情報
提供言語
数

①週2回
②191人
③5か国
語

①週2回
②200人
③5か国
語

①週2回
②220人
③6か国
語

文化国際課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(4)
生涯を通じた健康づくり
への支援 14 12

思春期を中心とした
心の教育･性教育
の推進

特別活動、保健学習を中心に
教育活動全般において心の教
育・性教育を推進します。

性に関する内容（性の多様性について
の教育を含む）を保健体育、理科、家
庭科、道徳、学級活動における計画的
な実施。正しい知識の習得や望ましい
行動等について専門家による講演会等
の開催。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

性教育推進委員会は、発足から２０年
を経過し、当初目標を概ね達成できた
ため昨年度末で閉会とした。そのた
め、指標を「性に関する研修会等の開
催」と変更し、教職員を対象とした研
修会を継続していくこととしたい。

性教育（エイ
ズ予防教
育）推進委
員会の開催

性に関
する研
修会等
の開催

2回 2回以上 1回以上 学校教育課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(4)
生涯を通じた健康づくり
への支援 15 13

妊産婦への健康支
援の実施

おなかの赤ちゃんをみんなで
守る事業や妊婦健康診査費助
成事業を推進するとともに、一
般不妊治療費助成事業を行い
ます。

【おなかの赤ちゃんをみんなで守る事業】高崎市と
連携し、マタニティ専用ステッカー・チェーンホル
ダーを母子手帳交付時に配布。【妊婦健康診査費
助成事業】妊娠届時に１人あたり受診票を１４枚配
布。【不妊・不育治療費助成事業】不妊・不育治療
を行っている夫婦に対し治療費の一部を助成。【妊
婦歯科健康診査】妊婦の歯及び口腔の疾患を早期
発見する目的で妊娠届時に受診票を交付。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

妊娠届時に配布した「パパママサ
ポートブック」は男性や家族で活用
してもらうよう促していきたい。

妊娠届
出時健
康相談
実施状
況
及び制度
の利用者
数

2,406件 充実

母と面
会率
100％
（届出後
も含む）

子育て支援課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(4)
生涯を通じた健康づくり
への支援

16
①

14
①

リプロダクティブ･ヘ
ルス／ライツの取
組み

生涯を通じた女性の健康支援
のため、無料で子宮頸がん・乳
がん検診を行います。

対象者に対し、前橋市健康診査受診
シールを送付し、無料で個別・集団検
診を実施する。乳がん・子宮頸がんの
早期発見と正しい健康意識の普及啓
発を図る。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

引き続き、新たなステージに入った
がん検診の総合事業の実施、各機
関と連携した健診普及啓発活動、受
診しやすい検診環境の整備等を
行っていく。

検診受
診率の
向上

子宮頸
がん
27.2％
乳がん
26.5％

子宮頸
がん
50％
乳がん
50％

子宮頸
がん
50％
乳がん
50％

健康増進課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(4)
生涯を通じた健康づくり
への支援

16
②

14
②

リプロダクティブ･ヘ
ルス／ライツの取
組み

エイズ・性感染症に関する啓発
活動・ＨＩＶ検査を実施します。

【検査・相談事業】HIV感染の早期発
見・早期治療と感染拡大抑制のため、
検査・相談事業を実施する。
【エイズに関する広報活動】エイズデー
周知キャンペーンや広報・PR活動を行
う。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

特になし
HIV検査
実施数

68.7%
予約可
能数の
80％

予約可
能数の
80％

保健予防課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(4)
生涯を通じた健康づくり
への支援

16
③

14
③

リプロダクティブ･ヘ
ルス／ライツの取
組み

性と生殖の健康・権利の考え
方について理解を深めるた
め、情報提供を行います。

女性の健康について、思春期、妊娠、
出産期、更年期、高齢期等、人生の各
段階を通じた健康の確保が重要である
という認識について、機会をとらえて情
報提供を行う。

Ｃ：着手した
が、不十分

男女共同参画
週間アンケート
でも知らない人
が多く、周知の
必要があるか
ら。

Ｂ：有効で
ない（男
女共同参
画との関
係が見え
ない）

リプロダクティブ・ヘルス/ライツに
特化した周知は難しい。健康増進
課と保健予防課で検診を実施する
とともに意識啓発も行っているの
で、２つの課で周知・情報提供した
ほうが効果的と思われる。

リプロダクティブ・ヘルス/ライツの言
葉と内容の周知については検討が
必要。

「リプロダク
ティブ・ヘ
ルス/ライ
ツ」の言葉
と内容の
周知回数

1回 2回以上 2回以上
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(5)

配偶者からの暴力の防
止・被害者の保護・自立
支援（前橋市ＤＶ防止基
本計画）

17 15
ＤＶ防止の意識づく
り

DVに対する情報提供・働きか
けを行います。

市有施設を中心に、相談カードを設置
するとともに講座や研修会等の機会を
とらえて配布する。男女共同参画週間
にDV防止に関するパネル展示を実施
する。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

平成29年4月1日に配偶者暴力相談
支援センターを設置したことにより、
さらなる周知が必要。

相談
カードの
配布枚
数

540枚 300枚
300枚以
上

男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(5)

配偶者からの暴力の防
止・被害者の保護・自立
支援（前橋市ＤＶ防止基
本計画）

18 16
ＤＶ等に関する相
談・支援体制の充
実

適切な対応が図れる相談体制
の充実を図るとともに、相談員
の資質の向上に努めます。ま
た、身近な支援の窓口として周
知を図っていきます。

今まで実施していたDV相談体制を拡
充し、配偶者暴力相談支援センターを
設置。相談員の資質向上に努め、DV
相談窓口の周知を図った。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

平成29年4月1日に配偶者暴力相談
支援センターを設置したことにより、
相談員の資質向上の強化が必要。

相談員
研修受
講回数

17回 3回以上 3回以上
男女共同参画
センター

新
№
10
に
統
合

2
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ G' Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S Ｔ

基本目標 施策の方向 主な施策
旧

番号
新

番号
具体的な施策 内容 事業の概要

28年度の進
捗の達成度

C:着手した
が、不十分

または
D：実施でき
なかった理

由

男女共
同参画
社会の
形成の
観点か
らの有
効度

左欄で、「Ｂ:有効でな
い」と回答した場合の
み、この施策が男女共
同参画社会の形成の観
点から有効でない理由
を記入してください。

後期計画策定に向けての
今後の課題や提案 指標

Ｈ28
年度

実績値

Ｈ29
年度

目標値

Ｈ33
年度

目標値
担当課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(5)

配偶者からの暴力の防
止・被害者の保護・自立
支援（前橋市ＤＶ防止基
本計画）

19
削
除

配偶者暴力相談支
援センターの設置

ＤＶ被害者支援のため、配偶
者暴力相談支援センターの設
置について関係各課と検討し
ます。

平成28年度中に配偶者暴力相談支援
センター設置に向けて準備を進め、平
成29年４月１日に配偶者暴力相談支援
センターを設置することができた。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

平成29年4月1日に配偶者暴力相談
支援センターを設置し、目標を達成
することができたので、この施策は
後期計画には入れる必要がなく、廃
止する。

配暴セ
ンター設
置

H29.4.1
設置

設置
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(5)

配偶者からの暴力の防
止・被害者の保護・自立
支援（前橋市ＤＶ防止基
本計画）

20 17
ＤＶ被害者支援関
係機関の連携の強
化

幅広い分野にわたる関係機関
等が認識や情報を共有し、効
果的に連携できるよう体制を
整備します。

庁内DV被害者支援担当者会議を開催
し、関係課が共通の認識を持ち、連携
してDV被害者の支援にあたれる体制
をつくる。県や警察等が主催するDV被
害者支援のための会議に出席し、効果
的な連携を図る。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

平成29年4月1日に配偶者暴力相談
支援センターを設置したことにより、
庁内関係課や警察等の連携強化が
必要になる。

関係機関
の担当者
会議への
出席回数

4回 3回以上 3回以上
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(5)

配偶者からの暴力の防
止・被害者の保護・自立
支援（前橋市ＤＶ防止基
本計画）

21 18
女性の防御力の向
上

女性がターゲットとなる犯罪被
害から自分で身を護るための
実践的な学習機会を提供しま
す。

女性がターゲットとなる犯罪被害者や
暴力を防止するために、護身術講座を
開催する。

Ｃ：着手した
が、不十分

継続が必要だ
が、2回以上
の開催が難し
い。

Ａ：有効で
ある

講師を女性警察官にお願いし、年２
回実施する。

護身術
講座開
催回数

1回 2回以上 2回
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(5)

配偶者からの暴力の防
止・被害者の保護・自立
支援（前橋市ＤＶ防止基
本計画）

22 19 デートＤＶ対策
デートＤＶに対する情報提供・
働きかけを行います。

デートDVに関するリーフレットの配布。
男女共同参画週間でデートDVに関す
るパネル展示を行う。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

中学生からの啓発が必要と考える。
平成29年度から県人権男女・多文
化共生課が県内の中学生にデート
ＤＶリーフレットを配布を開始。

情報提
供回数

2回 2回以上 2回以上
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(6)
女性に対する暴力の根
絶 23 20

女性に対する暴力
防止の働きかけ

「女性に対する暴力をなくす運
動」期間中に集中的に広報紙
やHPを通じて周知し、暴力防
止に向けた意識づくりに取り組
みます。

毎年11月12日～25日の「女性に対する
暴力をなくす運動」期間中に、広報紙・
HP・FBを通じて、女性に対する暴力防
止のための意識を喚起する。

Ｃ：着手した
が、不十分

「女性に対する
暴力をなくす運
動」期間中に、2
回以上できな
かった。

Ａ：有効で
ある

「女性に対する暴力をなくす運動」期
間だけにとらわれず、広く啓発を実
施する。

女性に
対する
暴力防
止の働
きかけ
回数

1回 2回以上 2回以上
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(6)
女性に対する暴力の根
絶 24

削
除

有害環境浄化活動
の推進

青少年を取り巻く有害な環境を
取り除くために、環境実態調査
や有害図書類自販機撤去申し
入れなどを行います。

前橋市青少年育成推進員連絡協議会
が書店やコンビニエンスストア等に対し
て環境浄化活動への協力を依頼する。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし

訪問活
動
実施回
数

年1回 年1回 青少年課

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(6)
女性に対する暴力の根
絶 25 21

セクシュアル･ハラ
スメント相談事業の
充実

市民からの相談に適切に対応
するとともに、セクハラ防止に
ついて周知します。

男女共同参画センターで、セクシャル・
ハラスメント相談を実施。セクシャル・ハ
ラスメント防止に関する情報提供。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし

セクシャル
ハラスメン
ト防止に向
けた情報
提供と相
談窓口周
知

14回 3回以上 3回以上
男女共同参画
センター

Ⅰ
 一人ひとりが
尊重される  ま
えばし

2
互いの性を尊重する社会
づくり

(6)
女性に対する暴力の根
絶 26 22

男女平等の視点に
立った情報教育の
推進

インターネット上の諸問題の深刻さや
情報モラル育成の重要性を認識し、
情報活用能力の向上を図るため、学
校において情報発信に対する責任等
を考える授業づくりに取り組み、他者
を尊重する意識を養います。
高度情報化社会を主体的に生きる子
どもの育成を目指して、メディアを賢
く安全に使う知識・知恵、そしてルー
ルを守って使える心を育みます。ま
た、子どもを取り巻く様々な立場の大
人に、高度情報化社会の課題と対策
を理解させるとともに、それぞれの役
割と責任に気付かせ意識の向上を
図ります。

教職員に対して情報教育・情報モラル
に関わる研修会の実施や照会。情報モ
ラルの指導に関わる資料の配付。
MENETのWｅbページへの情報モラル
教材の掲載と活用の推進。
児童生徒、保護者、教職員、地域を対
象としたインターネット教室の開催。啓
発テキストの作成と配布。ネットパト
ロールによる不適切な情報発信の早期
発見、早期解決、被害防止。いじめ相
談ダイヤルによる相談窓口の提供と即
時的な支援。

Ａ：計画通り

Ｂ：有効で
ない（男
女共同参
画との関
係が見え
ない）

男女共同参画の視点から女性
に対する暴力の根絶に向け
て、実際に行われている情報
教育・情報モラル研修の内容と
一致しないため。

特になし

情報教育
研修会の

開催

ケータ
イ・イン
ターネッ
ト教室の
開催

－ － 推進
学校教育課

青少年課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

3
政策・方針決定の場への
女性の参画推進

(7)
方針決定の場における
女性の登用促進 27 23

審議会等への女性
委員の登用促進

市の審議会等へ女性委員を積
極的に登用する働きかけを行
います。

市の各種審議会等の委員改選時に、
女性委員の増加及び新規選任を図る
ことを担当課に依頼し、女性の登用率
の上昇を図る。

Ｃ：着手した
が、不十分

指標実績が昨
年度を下回っ
たため。

Ａ：有効で
ある

委員選任の際し、各選出母体自体
に女性が少なく、登用率の上昇を進
めるのが困難な状況である。国の
指針等に合わせ、目標値の見直し
も必要と思われる。

女性がい
ない割合
審議会等
における
女性委員
の割合

22.2％
　
25%

0％

35％ 31%
行政管理課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

3
政策・方針決定の場への
女性の参画推進

(7)
方針決定の場における
女性の登用促進

28
①

24
①

市における女性管
理職の登用促進

管理職適任者は、積極的に選
考考査を受験するよう周知しま
す。

副主幹昇任者選考に対する女性職員
の積極的な申出を促進する、

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

特になし
女性職
員管理
職割合

18.2%
（係長以
上）

増加 増加 職員課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

3
政策・方針決定の場への
女性の参画推進

(7)
方針決定の場における
女性の登用促進

28
②

24
②

市における女性管
理職の登用促進

管理職適任者は、積極的に選
考考査を受験するよう周知しま
す。

男女にかかわらず、管理職として学校
経営に情熱を持つ適任者は、積極的に
選考査を受検するよう周知し、女性の
受検希望者の意欲を喚起するととも
に、学校経営への参画意欲を高める。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

今後も引き続き、管理職として学校
経営に情熱を持つ適任者を発掘で
きるように、積極的に選考考査を受
検するよう周知し、女性の受験希望
者の意欲を喚起していきたい。

市立学
校の女
性管理
職

校長
16.2％
教頭
21.6％

校長
20％
教頭
20％

校長
20％
教頭
20％

学校教育課

3
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ G' Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S Ｔ

基本目標 施策の方向 主な施策
旧

番号
新

番号
具体的な施策 内容 事業の概要

28年度の進
捗の達成度

C:着手した
が、不十分

または
D：実施でき
なかった理

由

男女共
同参画
社会の
形成の
観点か
らの有
効度

左欄で、「Ｂ:有効でな
い」と回答した場合の
み、この施策が男女共
同参画社会の形成の観
点から有効でない理由
を記入してください。

後期計画策定に向けての
今後の課題や提案 指標

Ｈ28
年度

実績値

Ｈ29
年度

目標値

Ｈ33
年度

目標値
担当課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

3
政策・方針決定の場への
女性の参画推進

(8)
女性リーダーの発掘・
育成・活用 29 25

女性人材発掘と育
成

女性を主たる構成員とする活
動団体を把握し、情報提供を
行います。

女性を主たる構成員とする活動団体に
対して、研修や講座などの情報提供を
行なう。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

地域の女性活動団体の把握が難し
いのが現状。

女性活
動団体
数

情報提
供回数

15
－

15 1回以上
男女共同参画
センター

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

3
政策・方針決定の場への
女性の参画推進

(8)
女性リーダーの発掘・
育成・活用 30 26

地域リーダーへの
女性の登用

女性のリーダーの活躍の場を
提供します。

女性リーダーが活躍できるよう、女性
の学習会、女性リーダーを講師とする
研修会の開催。女性団体と連携をとり、
女性リーダーが活躍できる場を提供す
る。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

地域の女性活動団体の把握が難し
いのが現状。

女性を主
たる構成
員とする活
動団体と
連携した事
業i数

4回 3回以上 3回以上
男女共同参画
センター

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(9)
男女平等を阻む制度・
慣行の見直し 31 27

地域における制度・
慣行の見直し

出前講座などの学習機会を提
供するとともに、地域における
男女平等を阻む慣習や観光の
実態を把握するため、市民ア
ンケート調査を行います。

出前講座などにおいて、男女共同参画
についての学習機会を提供し、地域に
おける男女平等を阻む慣習・慣行の見
直しを図る。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし
出前講
座の実
施回数

1回 1回以上 1回以上
男女共同参画
センター

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(9)
男女平等を阻む制度・
慣行の見直し

32
①

28
市役所における制
度・慣行の見直し

職員の役割分担の見直しや各種
制度の拡充を図り、職場における
男女共同参画を推進します。また、
男女共同参画ガイドラインを作成
し、各職場に浸透させます。

男女ともに働きやすい職場環境の創出
や各種制度の充実、女性活躍推進法
に基づく特定事業主行動計画の目標
の達成を図る。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし

研修等
の働き
かけ

啓発実
施

推進 推進 推進 職員課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(9)
男女平等を阻む制度・
慣行の見直し

32
②

28
に
統
合

市役所における制
度・慣行の見直し

職員の役割分担の見直しや各種
制度の拡充を図り、職場における
男女共同参画を推進します。また、
男女共同参画ガイドラインを作成
し、各職場に浸透させます。

市役所における男女共同参画を推進
するため、指針となる男女共同参画ｶﾞｲ
ﾄﾞﾗｲﾝを作成する。

Ｄ：実施できな
かった

男女共同参画ｶﾞ
ｲﾄﾞﾗｲﾝの具体
的な内容を検討
することが出来
なかった。

Ｂ：有効で
ない（男
女共同参
画との関
係が見え
ない）

職員研修・ハラスメント研修を
受講することで、市職員の男女
共同参画についての意識や理
解は深まってきている。ガイド
ラインの作成については要検
討。

特になし
ガイドラ
イン作成

準備中 作成
男女共同参画
センター

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(9)
男女平等を阻む制度・
慣行の見直し

33
①

29
①

職員研修の実施
市職員への男女共同参画に関
する研修を行います。

市職員に対して男女共同参画に関する
学習と自己啓発の機会を提供するた
め、研修を実施する。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

男女合同の研修は、男性、女性の
区別に関係なく互いに尊重し合うと
いう認識が深まり有効である。

職員研
修の実
施回数

2回 2回以上 2回以上 職員課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(9)
男女平等を阻む制度・
慣行の見直し

33
②

29
②

職員研修の実施
市職員への男女共同参画に関
する研修を行います。

市職員に対し男女共同参画に関する
研修を行う。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

多くの職員が受講できるよう、受講
対象者について検討する必要があ
る。

職員研
修の実
施回数

3回 1回以上 1回以上
男女共同参画
センター

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(10)
様々な分野への女性の
参画の推進 34 30

地域における男女
共同参画の推進

男女が等しく自治会活動をはじ
め地域における活動に参画す
るよう、継続的に周知していき
ます。

様々な社会慣行について、性別による
固定的な役割分担意識のない男女平
等の視点に立った見直しを推進し、男
女が共に参加できるような環境を目指
す。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

特になし

自治会
役員に
おける
女性の
割合

18% 20% 22% 生活課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(10)
様々な分野への女性の
参画の推進

35
①

31
①

ＰＴＡ・子ども会育成
会活動への男女共
同参画

男女共同参画についての基本
的な考え方や知識などをＰＴ
Ａ、子ども会育成会などに周知
し、地域や家庭における男女
共同参画に対する意識を高め
ます。

広報研修会、ＰＴＡ定期総会、ＰＴＡ研究
大会、家庭教育講演会、会長会議、学
区別教育懇談会等の企画・運営参画

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

今後も引き続き、市P連広報研修
会、定期総会、研究大会等の企画・
運営に際して、男女参画の意識を高
められるようにしていきたい。

女性
PTA会
長の割
合

26% 27％ 27% 学校教育課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(10)
様々な分野への女性の
参画の推進

35
②

31
②

ＰＴＡ・子ども会育成
会活動への男女共
同参画

男女共同参画についての基本
的な考え方や知識などをＰＴ
Ａ、子ども会育成会などに周知
し、地域や家庭における男女
共同参画に対する意識を高め
ます。

加盟団体（各町の子ども会育成団体）
への啓発活動や加盟団体相互の連
絡。育成指導者の研修、書画展、上毛
かるた競技大会等の行事を企画、開催
する。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし

女性子
供会本
部役員
の割合

44％ 50％ 50% 青少年課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(10)
様々な分野への女性の
参画の推進

36
①

32
①

防災・災害対応に
おける男女共同参
画

防災分野に女性の視点やニーズを
生かすため、女性の参画を促進し、
地域の安全の基盤づくりに努めま
す。男女共同参画の視点に立った防
災体制を確立するために、各種防災
訓練等を通じ、日ごろからの防災分
野における女性の参加者を拡大しま
す。

男女共同参画の視点に立った防災体
制を確立するため、自主防災会が積極
的に防災訓練に取り組むことや出前講
座が開催されるよう推進する。なお、防
災訓練については、その経費について
補助金を交付する。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

指標が必ずしも施策の進捗をはか
る目安となっていない一方、他に適
当な指標がない。

自主防
災組織
活動へ
の女性
参加

－ 30％ 推進 危機管理室

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(10)
様々な分野への女性の
参画の推進

36
②

32
②

防災・災害対応に
おける男女共同参
画

男女共同参画の視点に立った
防災・災害対応の体制を確立
するために、女性の参加者を
拡大します。

男女共同参画の視点に立った防災・災
害対応に関する情報を提供する。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特に男女共同参画の視点からの防
災・災害対策が必要である。

防災に
関する
情報提
供

2回 2回以上 2回以上
男女共同参画
センター

4
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基本目標 施策の方向 主な施策
旧

番号
新

番号
具体的な施策 内容 事業の概要

28年度の進
捗の達成度

C:着手した
が、不十分

または
D：実施でき
なかった理

由

男女共
同参画
社会の
形成の
観点か
らの有
効度

左欄で、「Ｂ:有効でな
い」と回答した場合の
み、この施策が男女共
同参画社会の形成の観
点から有効でない理由
を記入してください。

後期計画策定に向けての
今後の課題や提案 指標

Ｈ28
年度

実績値

Ｈ29
年度

目標値

Ｈ33
年度

目標値
担当課

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(10)
様々な分野への女性の
参画の推進

36
③

32
③

防災・災害対応に
おける男女共同参
画

消防団員確保の取組として、
女性消防団員の入団促進を図
ります。

女性特有のソフト面をメリットに、消防団組織の活
用化や地域ニーズを応える方策として女性消防団
員の採用が全国的に展開されている中、本市に於
いても平成24年4月から採用を開始し、現在（平成
29.4.1）では20名の女性消防団員が活躍していま
す。背景には、女性が入団しやすい環境作りや女
性に対するアピールを模索しながら、入団促進を務
めてまいりました。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

今後も女性消防団員の加入を促進
していくとともに、災害時等において
女性消防団員の特性を活かせるよ
う、どのように配置し活動させるかを
検討していく必要があると思いま
す。

女性消
防団員
数

1人 20人 30人
消防局（総務
課）

Ⅱ
みんなが主役
になれる  まえ
ばし

4
女性が活躍する範囲の拡
大

(10)
様々な分野への女性の
参画の推進 37 33

観光分野における
男女共同参画

新しい観光都市としての前橋
づくりに取り組み、観光サービ
スを提供していく「ようこそまえ
ばしを進める会」への女性の参
画を促進します。

ようこそまえばしを進める会委員会及
びその下部組織に位置づけられている
ワーキンググループにより、名物料理
創出、まちなか観光及び赤城山観光振
興などの観光推進事業を実施する。

Ｃ：着手した
が、不十分

メンバー構成に
は、充て職的な要
素が多く、女性の
参加率があがって
いない。今後、団
体からメンバーを
推薦してもらう等、
さらに女性の登用
の検討していく必

Ａ：有効であ
る

改選期や各団体の人事異動等によ
り、女性の参加率が上下するため
引き続き検討する必要がある。

ワーキン
ググ
ループ
の女性
の参加
率

17.8% 20% 22% 観光振興課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(11)
職場における男女共同
参画の推進 38 34

産業振興･社会貢
献優良企業表彰の
実施

男女共同参画に積極的に取り
組んだ企業を表彰し、男女共
同参画に対する企業の取組を
促進します。

地域経済や地域社会に貢献した企業
を表彰し、これにより企業の地域貢献
の意欲等の高揚を図る。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし
表彰企
業数

1社
4社（累
計）

8社（累
計）

産業政策課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(11)
職場における男女共同
参画の推進 39 35

公共調達における
評価等

市の入札に参加を希望する業
者の男女共同参画に対する取
組を評価します。

定期入札参加資格審査において、育児
休業、介護休業等育児又は家族介護
を行う労働者の福祉に関する法律に
沿った制度を就業規則等に定め、活用
実績のある者を評価し加点した。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし
（評価等
の）実施

実施
検討

実施
実施 契約監理課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(11)
職場における男女共同
参画の推進 40 36

男女職員の採用及
び職域の拡大

男女共同参画の視
点に立った職員の
配置

市の組織において男女共同参
画を推進するため、男女共に
新たな職域への配置を拡大し
ます。

女性職員の採用においては、適正な能力を
意欲を持った有能な人材の確保に向け採用
を行う。男女のバランスのとれた職員配置を
行うとともに、女性職員の幅広い職務経験
のために職域の拡大を進め、人材育成を図
る。

Ｂ：概ね計画
通り

Ｂ：有効で
ない（男
女共同参
画との関
係が見え
ない）

採用試験事業においては、性別区
分はなく、有能な人材から採用をし
ており、採用実績そのものは、あく
まで該当年度の実績でしかないた
め。また、職域（職種）についても
募集や採用段階で性別区分はな
いため。

特になし
職員配置については、個人の能力･
希望に基づき、適正配置に努める。

個人の
能力に
応じた職
域配置

拡大推
進

拡大 推進 職員課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(11)
職場における男女共同
参画の推進

41
①

削
除

事業所への労働法
等の啓発

男女雇用機会均等法の順守
や職場における妊産婦保護の
推進等、男女が働きやすい職
場環境づくりに向けた働きかけ
を行います。

男女が働きやすい職場環境づくりに向
け、事業所への働きかけを行なう。

Ｄ：実施できな
かった

男女共同参画
センターと企
業との接点が
ない。

Ｂ：有効で
ない（男
女共同参
画との関
係が見え
ない）

男女共同参画センターと企業
との接点がないため、事業者
等を把握している産業政策課
へ移行することが妥当と思わ
れる。

特になし

男女共
同参画
推進員
数

－ 増加
男女共同参画
センター

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(11)
職場における男女共同
参画の推進

41
②

削
除

事業所への労働法
等の啓発

男女雇用機会均等法の順守
や職場における妊産婦保護の
推進等、男女が働きやすい職
場環境づくりに向けた働きかけ
を行います。

関係機関と連携し、事業主に対し男女
雇用機会均等の周知を行う。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし

男女共
同参画
推進員
数

134人 増加 産業政策課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(12) 女性のチャレンジ支援 42 37 再就職支援
就労に必要な知識や技能を取
得するためにパソコン講座等
を開催します。

就労に必要な知識や技能を取得する
ためにパソコン講座等を開催する。関
係機関と連携し再就職のための準備セ
ミナーを開催する。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし

各種講
座への
参加者
数
ジョブセ
ンターま
えばしの
就職決
定者数

－ － 300人 産業政策課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(12) 女性のチャレンジ支援 43 38
女性
起業家支援

起業を志す人を対象に、起業
を成功させるために必要な知
識を習得するセミナーを開催し
ます。

起業を志す人が、起業への第一歩を踏
み出せるようにセミナーを開催し、自立
に向けて支援を行う。

Ａ：計画通り

Ｂ：有効で
ない（男
女共同参
画との関
係が見え
ない）

男女共同参画センターでは起業支
援セミナーのＨ29予算について、
産業政策課で実施しているという
理由で全く予算がつかなかった。
産業政策課で女性起業支援を実
施しているので、産業政策課へ移
行することが妥当と思われる。

特になし

セミナー
開催数
セミナー
参加人
数

－ － 30人

男女共同参画
センター（削除）

産業政策課（移
行）

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(13)
農業分野への男女共同
参画の推進 44 39

家族経営協定の促
進

農業に従事する女性の地位向
上や世帯員各個人の意欲増
進を図るために家族経営協定
の促進を図ります。

新規就農者を対象に「家族経営協定合同調
印式」を開催し、農業委員立ち会いのもと家
族経営協定を締結する。また、農業委員会
だより等を通じ、家族経営協定締結の推進
を行う。（新規就農者以外は、申し出があっ
たときに随時実施）

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

毎年、新規就農者を対象に家族経
営協定を推進しているため、関係機
関協力の下、新規就農者の把握に
努める。

家族経
営協定
締結割
合

22.8%
323戸

25%
1,415戸

28%
1,415戸

農業委員会事
務局

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(13)
農業分野への男女共同
参画の推進 45 40

農村女性活動の活
性化支援

女性農業団体との意見交換会
や積極的な情報発信を行うな
ど、女性団体のネットワーク化
について支援していきます。

研修会等において、女性農業団体およ
び女性起業グループとの意見交換の
場を設ける。認定志向農業者等に対し
て、認定農業者制度や支援措置等の
説明を行う。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

特になし
意見交
換会等
の回数

4回 6回 ６回 農林課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

5
男女がいきいき働ける環
境の向上

(13)
農業分野への男女共同
参画の推進 46 41

農業起業化への支
援
農業起業家への支
援

女性の社会参画に向けた啓発
や農畜産加工等による起業化
起業について支援を行いま
す。

市主催事業において調理実習を行う際、女
性農業者を講師とし、社会参画の推進を図
る。６次産業化に取り組もうとする農業起業
家に対して、経費補助を行うとともに、イベン
ト等における即売会や研修会等の機会を提
供し、支援する。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

特になし
講習会
等の開
催回数

9回 25回 25回 農林課

5



まえばしWindプラン2014　実施状況報告調査一覧表
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ G' Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S Ｔ

基本目標 施策の方向 主な施策
旧

番号
新

番号
具体的な施策 内容 事業の概要

28年度の進
捗の達成度

C:着手した
が、不十分

または
D：実施でき
なかった理

由

男女共
同参画
社会の
形成の
観点か
らの有
効度

左欄で、「Ｂ:有効でな
い」と回答した場合の
み、この施策が男女共
同参画社会の形成の観
点から有効でない理由
を記入してください。

後期計画策定に向けての
今後の課題や提案 指標

Ｈ28
年度

実績値

Ｈ29
年度

目標値

Ｈ33
年度

目標値
担当課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

47 42
多様な保育サービ
スの提供

保護者の多様なニーズに対応
するため、延長保育事業・一時
保育事業・休日保育事業・病
児・病後児保育事業の充実を
図ります。

保護者等の多様な保育ニーズに対応するた
め、延長保育、一時保育、休日保育、病児・
病後児保育等の特別保育事業の充実を図
り、サービスを必要とする人が、必要な保育
サービスを利用できるよう、環境の整備に努
めます。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし
実施箇
所

109 98 110 子育て施設課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

48 43
ファミリー･サポー
ト･センター事業の
推進

育児の援助を行いたい人と受
けたい人たちが会員となって、
地域において会員同士が育児
に関する相互援助活動を行う
ことを支援します。

育児の援助を行いたい人と育児の援助
を受けたい人からなる会員で組織する
「ファミリー・サポート・センター」を設立
し、地域において会員同士が育児に関
する相互援助活動を行うことを支援す
る。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

特になし

ファミリー・
サポート・
センター登
録会員数
の利用件
数

1,631人
5,520件

1,680人
6,300人

1,600人
6,300件

子育て施設課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

49 44
放課後児童クラブ
の拡充

大規模児童クラブの分割と既
存公設クラブを拡充します。

保護者が仕事等により昼間家庭にいない、小
学校低学年児童等に対し、放課後の生活や遊
びの場を提供し、児童の健全育成を図る。すべ
ての小学校区で利用できるよう整備したため、
今後は大規模クラブの適正化や老朽化した児
童クラブの改築などを計画的に進める。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

特になし

放課後
児童クラ
ブ利用
者数

3,296人 2,500人 3,942人 子育て施設課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

50 45
パパママ教室・マタ
ニティセミナーの開
催

妊娠中に具体的な子育ての方
法を学び母親・父親がスムー
ズに育児ができるよう両親学
級・パパママ教室・マタニティセ
ミナーを開催します。

【パパママ教室】初妊婦とその夫を対象に親として
の心構え及び知識を身につけることを目的に保健
師等の講話やビデオ上映、実技指導を行う。【マタ
ニティーセミナー】妊娠・出産・育児に関する知識を
身につけ、丈夫な赤ちゃんを産み育てることと仲間
づくりを目的に保健師・助産師・栄養士・歯科衛生
士が講話や実技指導を行う。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

マタニティセミナーの３日目はパパ
の参加が可能のため参加者同士で
グループを作り交流してもらう取組
を増やす。

両親学
級・母親
学級参
加人数

1457人

両親700
人
母親900
人

両親700
人
母親650
人

子育て支援課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

51
①

46
①

子育て支援の充実
及び男性の利用の
促進

地域子育て支援拠点事業、乳
幼児の育児支援事業、幼児教
育センター事業の充実を図り
ます。また、父親等男性の利
用を促進します。

子育てに対する負担感等の緩和を図り、安心して
子育てができる環境を整備するため、地域におけ
る子育て支援拠点（子育て支援センター、子育てひ
ろば）の設置を推進し、各種子育て支援サービスの
提供を行います。また、公・私立保育園を拠点に元
気保育園子育て応援事業を実施することで、地域
の子育て支援機能の充実を図ります。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

特になし

地域子育
てｾﾝﾀｰ
利用者数
元気保育
園利用者
数
認定こど
も園の子
育て支援
事業

91,158
人
7,743人
－

100,000
人
14,500
人

80,200
人
6,000人
33,800
人

子育て施設課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

51
②

46
②

子育て支援の充実
及び男性の利用の
促進

地域子育て支援拠点事業、乳
幼児の育児支援事業、幼児教
育センター事業の充実を図り
ます。また、父親等男性の利
用を促進します。

【離乳食講習会】離乳食について正しい知識を学ぶた
め管理栄養士の講話や試食を行う。【すこやか健康教
室】保健師、管理栄養士、保育士、歯科衛生士が地区
公民館へ出向き健康教室を行う。【あそび相談・ひよこ
クラス】乳幼児をもつ保護者同士の交流・仲間づくりを
支援する。また保育士・保健師が遊びの紹介や育児
相談をし、楽しい育児のきっかけづくりができる様支援
を行う。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

父親の参加増により、教室に参加し
た母親が安心して授乳できるよう十
分な配慮が必要である。教室は、父
親が参加する場合、母親の服装の
配慮や、プログラムを見直す必要性
がある。

乳幼児
育児支
援参加
数

あそび24
回727組
離乳食18
回539組
すこやか
81回3305
人

あそび24
回880組
離乳食18
回600組
すこやか
60回2150
人

あそび24
回700組
離乳食18
回600組
すこやか
75回2700
人

子育て支援課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

51
③

46
③

子育て支援の充実
及び男性の利用の
促進

地域子育て支援拠点事業、乳
幼児の育児支援事業、幼児教
育センター事業の充実を図り
ます。また、父親等男性の利
用を促進します。

乳幼児をもつ保護者に対する子育て支援と
して、保護者が気軽に集まって、互いに話し
たり専門家等（幼児教育アドバイザー及び幼
児教育センター職員等）による助言を聞いた
りして、子育ての大変さや楽しさなどを共有
できる機会を提供する。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

未就園段階の保護者を対象に、気
軽に相談できる場として今後も位置
づけるとともに、男性の利用につい
ても積極的に呼びかけていく必要が
ある。

子育て
支援井
戸端会
議回数

５回 ３回 ３回
総合教育プラ
ザ(幼児教育セ
ンター）

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

52
①

47
①

子育て相談体制の
充実及び男性の利
用の促進

各施設の子育て相談、就学・
発達相談体制の充実を図りま
す。また、父親等男性の利用を
促進します。

児童福祉に関する相談助言、家庭における適切な
養育環境の構築及び専門的支援の向上を図るた
め、子育て支援課に、家庭相談員、地区担当ケー
スワーカーを配置した家庭児童相談係と、保健師、
保育士、教員、作業療法士、臨床心理士、言語聴
覚士を配置したこども発達センターを設置し、あら
ゆる状況の子どもと保護者に対し、適切な支援が
図れるような体制としている。また、父親等男性の
利用を促進するため、終業後の対応、休日の講座
開催等の推進も図る。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

終業後の対応や休日の教室参加は
体制の整備等が必要である。

家庭児
童相談
件数家
庭児童
相談・こ
ども発達
支援相
談件数

2,349件
（家庭）
1,642件
（こども
発達）

3000件

2,500件
（家庭）
1,800件
（こども
発達）

子育て支援課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

52
②

47
②

子育て相談体制の
充実及び男性の利
用の促進

各施設の子育て相談、就学・
発達相談体制の充実を図りま
す。また、父親等男性の利用を
促進します。

障害のある幼児の就学や幼児期の心
身の発達、保育者の関わり方等につい
て、相談機能の充実を図る。幼児期か
ら学童期への円滑な移行を支えるため
に、関係機関との連携を充実する。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

就学に関わる相談の増加が顕著で
ある。適切な対応がとれるよう資質
を高めていきたい。

相談件
数
相談対
応にお
ける合
意形成
の割合

1,543件
相談内
容に即し
た対応

100%
総合教育プラ
ザ（幼児教育セ
ンター）

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(14)
すべての子育て家庭に
向けた子ども・子育て支
援

52
③

47
③

子育て相談体制の
充実及び男性の利
用の促進

各施設の子育て相談、就学・
発達相談体制の充実を図りま
す。また、父親等男性の利用を
促進します。

悩みを持つ青少年やその保護者等からの来所相
談・電話相談・Ｅメール相談に、5名の相談指導員
が対応し、相談者の悩みの軽減や解消を図る。案
内用リーフレット等により周知を図る。相談者や相
談内容に応じて、学校をはじめ、幼児教育センター
や適応児童教室、通級指導教室、児童相談所や
女性相談支援センターなどの相談機関と連携を図
る。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

高校生の相談が増えている。相談
者の特性をふまえた適切な対応が
できる技能を身につけたい。

教育相
談同意
できた割
合

100% 100% 100%
総合教育プラ
ザ(特別支援教
育室）

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(15)
すべての家庭に向けた
介護支援 53 48

介護サービスの充
実

介護保険のサービス基盤整
備、介護予防・生活支援の拠
点整備を行います。

まえばしスマイルプラン等に基づき特
別養護老人ホーム等の整備について
整備費の補助を行う等により、計画的
に介護サービス基盤の整備誘導を図
る。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

策定中の第7期スマイルプランの施
策の方向性に沿った指標の検討が
必要と考える。

介護基
盤の整
備量

3,173人 3,133人 3,540人 介護高齢課

6



まえばしWindプラン2014　実施状況報告調査一覧表
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ G' Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S Ｔ

基本目標 施策の方向 主な施策
旧

番号
新

番号
具体的な施策 内容 事業の概要

28年度の進
捗の達成度

C:着手した
が、不十分

または
D：実施でき
なかった理

由

男女共
同参画
社会の
形成の
観点か
らの有
効度

左欄で、「Ｂ:有効でな
い」と回答した場合の
み、この施策が男女共
同参画社会の形成の観
点から有効でない理由
を記入してください。

後期計画策定に向けての
今後の課題や提案 指標

Ｈ28
年度

実績値

Ｈ29
年度

目標値

Ｈ33
年度

目標値
担当課

Ⅲ
多様なライフス
タイルを実現で
きる  まえばし

6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(15)
すべての家庭に向けた
介護支援 54 49

介護についての相
談体制の充実

総合相談・権利擁護・虐待防
止等の地域のネットワークづく
りを行います。

高齢者の総合相談を受け止める地域包括
支援センターの設置を進め、少子・高齢化や
核家族化の進展により、顕在化している各
課題に対し、地域にネットワークを構築する
ことで、高齢者や家族を支援する取り組み。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

相談内容が複雑化、専門化してい
るため、高齢者相談担当部署のみ
で対応できないことも多い。地域ケ
ア会議等を活用し、地域のネット
ワーク及び関係機関のネットワーク
づくりを行うことが必要である。

地域ケ
ア会議
の開催
数

106 110 150 介護高齢課
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6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(15)
すべての家庭に向けた
介護支援 55 50

地域支援事業の充
実

サロンや自主グループづくり支
援や地域住民のボランティア
育成を行います。

地域で介護予防を実践する介護予防
サポーター、認知症サポーターの養成
を実施。介護予防活動ポイント制度を
実施し、介護予防を推進。体操クラブの
立ち上げ等の活動の場の拡充。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

地域の担い手としての介護予防サ
ポーター・認知症サポーターの養
成・育成し、サポーター自身の健康
増進の支援とともに、活動の場の提
供と拡充が必要である。

介護予防
サポー
ター・認
知症サ
ポーター
登録者数

991名 800人
25,000
人

介護高齢課
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6
安心して子育て･介護がで
きる暮らしの支援

(15)
すべての家庭に向けた
介護支援 56 51

障害のある人の介
護者への生活支援

日中一時支援事業を行い、心
身障害児（者）の福祉および介
護者の負担軽減を図ります。

心身障害者（児）の介護を行う保護者が、一
時的に介護できない場合、市が委託した登
録介護者又は24時間対応型サービスステー
ションが介護を行う。市内各所に委託相談支
援事業所を設置し、必要な情報や支援等を
提供する。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

特になし

日中一
時支援
事業の
延利用
人数

3,109人 4,300人 4,300人 障害福祉課
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7 ゆとりある生活の推進 (16)
ワーク・ライフ・バランス
の推進 57

52
①

両立支援対策
仕事と家庭、地域活動、趣味
等との両立支援のための情報
提供・働きかけを行います。

両立支援のための学習機会や情報を
提供する。

Ｃ：着手した
が、不十分

仕事と家庭の両
立支援を目的と
したセミナーを
実施したが、1回
しかできなかっ
た。

Ａ：有効で
ある

働き方改革やワークライフバランス
の重要度が高い。

情報提
供、働き
かけの
回数

1回 2回以上 2回以上
男女共同参画
センター
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7 ゆとりある生活の推進 (16)
ワーク・ライフ・バランス
の推進

新
規

52
②

男性の育児参加の
ための休暇の取得
促進

男性職員の育児参加のための
休暇の取得を推進します。

階層別研修において、各年代を対象に
育児参加のための休暇への啓発を実
施する。

休暇の
取得率

－ 推進 職員課

Ⅲ
多様なライフス
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7 ゆとりある生活の推進 (16)
ワーク・ライフ・バランス
の推進 58 53

育児･介護休業法
の制度活用

事業主や労働者に育児休業・
介護休業制度について情報提
供を行い、制度の普及定着を
推進します。

関係機関と連携し、事業主や勤労者に
対し、育児・介護休業法の周知を行う。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

国の助成金の動向により、前橋市と
して対処すべきことを検討する

市の助
成金の
利用件
数

9件 10件 10件 産業政策課
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7 ゆとりある生活の推進 (16)
ワーク・ライフ・バランス
の推進 59 54

ワーク・ライフ・バラ
ンスの普及・促進

職場と家庭生活の両立のためのセ
ミナーの開催や母性保護、育児・
介護のための情報収集と提供を行
います。また、市内企業等の具体
的な取組について紹介していきま
す。

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の
調和）に向けて、研修やリーフレット等
を通して、普及を図る。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

アンケート対象者に偏りがある。指
標が「週間アンケート」とあるが、男
女共同参画週間中にとらわれず、
広くアンケートを実施する。

ワークラ
イフバラ
ンスの周
知度周知
回数

－ 35% ２回以上
男女共同参画
センター
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多様な活動への男女の
参画促進 60 55

男性の講座参加の
促進

性別役割分担の意識を払拭
し、男性が家庭生活や地域活
動へ積極的に参加することを
促すような男性を対象とする講
座を開催します。

公民館主催講座として、男性を対象
に、家庭生活や地域活動への積極的
な参加を促す各種講座を実施します。

Ａ：計画通り
Ａ：有効で
ある

父親講座をはじめ、男性を対象に家
庭生活や地域活動への参加を促す
講座を引き続き実施していく。

講座の
回数

15回
16（市内
公民館
で1回）

16回（市
内公民
館で各1
回）

生涯学習課
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7 ゆとりある生活の推進 (17)
多様な活動への男女の
参画促進 61 56

市民ボランティア活
動の促進支援

公設民営化した市民活動支援セン
ターにおいて、ＮＰＯ・ボランティア・
市民活動の大きなつながりを目指
し、パートナーシップによる市民活
動の醸成、情報発信、市民参加の
促進を図ります。

市民活動に関する各種情報の収集及び提供、
相談受付、会議室や機材の貸出し等を行うこと
により、市民活動を支援する。また、活動団体
間の交流を図り、市民活動のネットワーク化を
進めるとともに、市民等からの相談に応える
コーディネートを行う。

Ｂ：概ね計画
通り

Ａ：有効で
ある

登録団体数だけでなく、活動が積極
的な団体を増やしていく必要があ
る。

市民活動
支援セン
ターの登
録団体数
の増加

306団体 330団体 350団体 生活課
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